地域主権改革の現状と課題 by 石見 豊
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　1　はじめに








































































































































































現が困難な問題は先送りされた。第 1 次分権改革の成果と限界を総括し，第 2
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求めた 3.2 兆円のうち，政府側が受け入れたのは 0.4 兆円で，わずか 12％に留
まった。②税源移譲については，「骨太の方針 2004」で立てられた 3 兆円の目









































1993（平成 5）年 6 月 衆参両院で地方分権推進に関する決議
1995（平成 7）年 5 月
　　　　　 　　　7 月 
地方分権推進法成立
地方分権推進委員会発足
1999（平成 11）年 7 月 地方分権一括法成立
平成の大合併始まる（～ 2010 年 3 月末までに，
3232 市町村から 1727 市町村に）
2000（平成 12）年 4 月 地方分権一括法施行






2003（平成 15）年 11 月 第 27 次地方制度調査会答申（今後の地方自治制
度のあり方に関する答申）
2005（平成 17）年 三位一体改革で 3 兆円の税源移譲が決着（地方
交付税を減らされただけと批判も）













出典： 内閣府 HP「地方分権関係の主要な経緯（最近 20 年間）」ならびに，増田
































































































































になった。分権改革委は，2007 年 5 月に「基本的な考え方」，同年 11 月に「中
間的な取りまとめ」を発表し，改革の基本的な方向性や取り組むべき改革課題




































　地域主権戦略会議（戦略会議）は，2009 年 12 月 14 日の初会合において「地
域主権戦略の工程表」（いわゆる原口プラン）が決定された。この原口プラン
において，地域主権戦略大綱を 2010 年夏を目途に策定することが示されてい
た。以後，戦略会議を月 1 回ぐらいのペースで開催し（表 4 参照），2010 年 6
月 21 日の第 6 回会合において地域主権戦略大綱（戦略大綱）を決定した（表
5 参照）。以下，この戦略大綱の中身について見たい。












回　数・日　時 主 な 議 事 内 容
第 1 回





























　（2010 年 6 月 21 日）
○地域主権戦略大綱（案）について
第 7 回



















回答があったものを中心に，2009 年 12 月 15 日，地方分権改革推進計画を閣
議決定し，63 項目 121 条項の第 1 次見直しを行った。その後も第 1 次見直し
で取り上げられたもの以外の義務付け・枠付けの見直しの検討を続け，この戦




1 次勧告では，61 法律 350 の事務移譲リストが示されたが，これについて再検
討し 68 項目 251 条項の移譲リストを示した。第 1 次勧告に対して項目ベース
で 72％の実施率となっている。これについても平成 23 年の通常国会に提出す
る旨が明記された。
　ひも付き補助金の一括交付金化は，民主党の地域主権改革の目玉の一つでも
回　数・日　時 主 な 議 事 内 容
第 9 回












































































































































































































































































































　（ 1 ）　 大嶽秀夫『自由主義的改革の時代：1980 年代前期の日本政治』中央公論社，
1994 年
　（ 2 ）　大嶽秀夫『「行革」の発想』TBS ブリタニカ，1997 年
　（ 3 ）　 代表的なものとして，近藤康史「比較政治学における『アイディアの政治』：
政治変化と構成主義」（日本政治学会編『年報政治学 2006- Ⅱ　政治学の新潮流：
21 世紀の政治学へ向けて』木鐸社，2007 年）





　（ 5 ）　 伊藤正次「『文化理論』と日本の政治行政研究：その限界と可能性」（『季刊行
政管理研究』行政管理研究センター，1998 年 6 月）
　（ 6 ）　 真渕勝『大蔵省はなぜ追いつめられたのか：政官関係の変貌』中公新書，1997 年
　（ 7 ）　 加藤淳子「政策知識と政官関係」（日本政治学会編『年報政治学 1995　現代日
本政官関係の形成過程』岩波書店，1995 年）
　（ 8 ）　 木寺元「地方制度改革と官僚制：外部専門家のアイディアと行政官の専門性の
視座から」（日本政治学会編『年報政治学 2008- Ⅱ　政府間ガバナンスの変容』
木鐸社，2008 年）
　（ 9 ）　 笠京子「歴史的新制度論と行政改革」（『季刊行政管理研究』行政管理研究セン
ター，2002 年 6 月），p. 30
　（10）　同上，p. 35
　（11）　同上，pp. 35-36































（『市政』2010 年 8 月），p. 17
